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1.ディスラプトとコスト改革の両輪

まずは、海外事例からデジタル・トラン
スフォーメーションのインパクトを説明
したい。日本の銀行と異なり、海外の銀
行はあくまで本業のデジタル化に力を入
れている。その改革は、デジタル・ディ
スラプトとコスト改革の両輪で行われて
いる。

1つ目のデジタル・ディスラプトの特徴
は、あくまで顧客体験の刷新を軸に置
き、真新しいが使えないテクノロジーで
はなく、手の届くテクノロジーを絶妙に
組合せることで新たなサービスを実現し
ていることにある。例えば、エムバンク
の30秒ローンは顧客が買い物のレジに
並んでいる間にスマホでローンを申込
み、そのまま誰にも気付かれずにお買い
物ができるという顧客体験を実現してい
る。30秒ローンと聞くと、どんな真新
しいテクノロジーを使っているのかと思
うが、何のことはない、スマホ、事前与

信、デビッドカードの組合せが生んだ妙
である。オリジナル銀行の6分口座開設
は、割り勘アプリと同時にリリースさ
れ、友達と割り勘をする際にその場で口
座開設ができる顧客体験を提供してい
る。本人確認にはスマホのテレビ通話を
活用している。サンタンデール銀行のエ
コシステム型カーローンは、車を買うこ
ととローン契約を一体化する顧客体験を
提供している。ディーラーのデスクや試
乗中の車内で、タブレッド端末を用いて
車種やオプションの選択を行い、その選
択と連動する形でローン契約を行えるよ
うにしている。スマホに情報が連携され
るため、家に帰って家族と相談して契約
することもできる。これらのディスラプ
ティブなサービスは、従来の2倍以上の
新規獲得を実現し、市場を席捲している。

2つ目のコスト改革は、デジタル化を梃
にした店舗事務の効率化がターゲットで
ある。軽量化、タブレッド導入、事務集
約、ロボテッィクス活用により、最大の

コストセンターである店舗をプロフィッ
トセンターへと変えるのが狙いだ。スベ
ンスカ銀行は単なるコスト削減に留まら
ず、事務負荷から解放された余剰体力を
顧客対応に充てている。従来同行は、
「店舗こそが銀行」としていたが、“店
舗を持ち歩ける”ようになれば「人こそ
が銀行」となる。店舗事務をゼロ化する
ことで、行員はタブレット一つで、どこ
でも顧客のわがままな要望に対応できる
からだ。

この両輪改革の多くは、トップダウンに
よる3年間のトランスフォーメーショ
ン・ジャーニーとして実行される。具体
的には6週間のワークショップで改革の
方 向 性 と 優 先 順 位 を 決 定 し た 後 、
OHR、デジタル比率をメルクマークと
してモニタリングする。OHR は30%

台、デジタル比率は60%台を目指す。こ
のように、本業のデジタル・トランス
フォーメーションは、トップライン、コ
スト双方に大きな成果をもたらしている。

2. デジタル・ヒューマン・デジタル

次に、本邦銀行の状況を踏まえ、デジタ
ル・バンクの目指す姿を考察したい。店
舗への来店は毎年5% 程度減少してい
る。にもかかわらず銀行取引のデジタル
完結率は20%程度と低水準であり、リ
リースするアプリも低評価で利用されな
い。何故か？これは本邦銀行の取組みに
一貫したデジタル化戦略が希薄だからで
ある。戦略を実現するためのテクノロ
ジーと整理すれば、テクノロジーの使い
どころや拘わるべきポイントも自然と整
理される。この状況を踏まえ、ビジネス
モデルを変革するデジタル・ヒューマン・
デジタルの考え方を提案する（図表1）。

I．UI・タッチポイント

住宅ローンを例にとると銀行が登場する
のは顧客が物件を購入する意思を固めた
後だ。不動産業者とのフリクションレス
な連携はもとより、銀行が如何にタッチ
ポイントを増やし、顧客のUIを握ること

ができるか（中立な立場と信頼できる情
報提供）が重要である。

II．カウンセリング

銀行ならではの本来的役割は顧客の生涯
にわたる金融ニーズをサポートすること
である。顧客はわかりにくい金融商品を
ネットの情報だけで理解して購入してい
るのだろうか。顧客の背中を押すのは人
間の役割だ。

III．C to B型提案

ネット時代において顧客は必要な情報を
いつでも検索して収集することができ
る。この前提にたった顧客本位の提案が
必要である。顧客が採り得る様々な選択
肢を理解した上で、時には自社の商品の
マイナス面を説明し、本当の意味で顧客
が納得した上で行う商品購入が重要だ。

IV．ロケーションフリー

顧客の購入意思が固まったら、いつでも

どこからでも契約が可能であることが必
要だ。顧客応対についても、ネット上の
ビデオ電話等を活用することで、込み
入った相談が可能である。II．カウンセ
リング、III．C to B型提案においても、
必ずしも物理的に対面である必要はない。

V．デジタル・リレーション

金融商品を購入したら終わりではなく、
周辺サービスを通して顧客との関係を繋
ぎとめることが重要だ。既契約商品の流
出防止に留まらず、次のライフイベント
に繋げて生涯に渡った金融パートナーと
なることが求められる。

VI．エコシステム

顧客の本来欲求を満たすためには、銀行
商品だけでは完結しない。周辺プロバイ
ダーとのエコシステム構築が顧客のニー
ズにワンストップで答えることに繋がり、
銀行の法人ビジネスにも貢献できる。

デジタル・ヒューマン・デジタルは言い
換えると人間中心のビジネスモデルだ。
決して分かりやすいとは言えない金融商
品を納得して購入して頂くために、銀行
員が本来時間を割くべき顧客との対話時
間を最も重視する。そのために効率化す
べき部分は効率化する。顧客との対話を
通して新たなニーズへの気づきが生ま
れ、全く新しいサービスやマーケット自
体の課題解決といった新たな次元のサー
ビスへと繋がる。人間にしかできない新
たな付加価値の追求こそが、デジタル・
ヒューマン・デジタルの神髄であり、コ
モディティ化のループに埋もれることのな
い構造的な競争優位確立に繋がるのだ。

3．ツー・スピード・アプローチ

デジタル・トランスフォーメーションを
阻む壁は戦略の欠如だけではない。組織
の壁、重厚長大なレガシーシステムの壁
を超える必要がある。改革担当者は以下
のようなジレンマを感じているのではな
いか。トップライン向上やコスト削減

等、個別テーマ毎の取組みではなく、同
時に解決できないか？サイロ型組織によ
る漸進ではなく、一気に理想系に近づけ
ないか？レガシーシステムに引きずられ
ずにあるべき姿を追及できないか？この
ようなジレンマに答えるのがツー・ス
ピード・アプローチである（図表2）。

現状多くのサービスは、従来型の事務プ
ロセスを踏襲しているため、チャネルに
よ っ て 生 産 性 が 変 わ ら な い 。 ま ず 、
WEBルートを切り出し、フロントだけ
でなくバックも全く新しいプロセスに変
える。高い生産性を背景とした価格競争
力により、拡大するネット市場でのシェ
ア獲得が可能となる。ここで重要なの
は、新たな仕組みを創造することに拘る
ことだ。既存の仕組みに囚われると尖っ
たサービスは作れない。次にリアルルー
トに関しても、新プロセスに統合するこ
とで大きな効果を刈り取る。AI-OCRや
タブレット端末を活用するとスムーズに
統合可能だ。新フロントと新プロセスは、
レガシーシステムとは分離して作る。レ

ガシーシステムの改修をせずともロボ
テックス技術を活用したデータ連携が可
能だ。社内組織の壁が突破できなけれ
ば、独立した新組織に新プロセスを構築
する。ツー・スピードは、WEBとリアル
の 関 係 だ け で な く 、 デ ジ タ ル と レ ガ
シー、新組織と既存組織のジレンマも解
消する。このように新しいものを順次
作っていき、古いものを捨てていくこと
で、銀行ビジネス全体が新たなものへと
生まれ変わることが可能なのである。

4．まとめ

D-H-D、それを効率的に進めるツー・ス
ピード・アプローチ。構造的競争優位を
構築する取組みはこれだけに留まらな
い。この先には、それぞれの銀行の歴史
や使命、強みに応じた個性ある新たな銀
行像が存在するだろう。デジタル化とい
う地殻変動に際して、日本の銀行こそが
世界に誇れる究極の顧客サービス業とな
ることを望んで止まない。

～非財務・非構造化データの活用

金融機関の経営を取り巻く環境の不確実性が高まっている。不確実な環境に
おいて金融機関が成長を継続させるには、データに基づく経営判断が重要で
ある。

データに基づく経営判断を促進する仕組み作りには2つのポイントがある。
1つ目は、データオフィサーが収集データの品質を担保し、経営判断を支援す
る分析力を提供することである。2つ目に、財務データだけでは分析しきれ
なかったビジネス変化の要因把握やコスト効果検証を、非財務・非構造化
データの活用により実現することである。

本稿では、本邦金融機関の経営管理の高度化に向けた足掛かりとなることを
期待し、これらの取り組みを紹介する。芦田　琢治
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経営を取り巻く環境の不確実性

国内大手証券会社の平均ROE（株主資本
利益率）は2017年3月期に数社に限り回
復を見せたが、2016年3月期までの過去
4年間の平均ROEはリーマンショック前
の水準を下回っている(*1)。ROE回復を
阻む背景として、経営者が主に5つの不
確実性での意思決定を求められているこ
とが考えられる。

• マクロ経済の停滞による利益圧縮

• 法規制への対応コスト増と追加資本賦課

• デジタル化などディスラプションの萌芽

• 短期的利益の追求による構造的コストの
削減未達

• 社内のレガシーテクノロジー

データに基づく経営判断の重要性

不確実な環境にあって金融機関が成長を
継続させるには、データに基づく経営判
断が重要である。これは、経営判断が経
営者の”勘”のみに頼ることなく、データ

データに基づく経営判断を促進する仕組み

を基に判断の裏付けをし、結果を定量評
価することを指す。MITの調査による
と、データに基づく経営判断は競合と比
較して平均で5-6%の生産性向上と、
6-8%の収益性向上を実現している(*2)。

データに基づく経営判断を促進する仕組
み作りには2つのポイントがある。デー
タオフィサーの活用と非財務・非構造化
データの活用である。

データオフィサーの活用

データに基づく経営判断は収集データの
品質および分析・解釈の有効性(分析力)

に依存する。欧州の金融機関では、経営
判断に資するデータの統制およびその分
析をデータオフィサーが担っている。
データオフィサーは、データ品質基準お
よび経営判断に資するデータを定義し、
グループ横断でデータ品質課題の解決を
主管している。データ分析の専門家とし
て、経営層およびビジネスラインに対し
て新たな経営管理指標の提案を行うとと

もに、指標の結果収集や分析・活用のた
めの会議を運営し、経営に貢献すること
が役割となっている。

本邦金融機関では、収集データの定義、
品質課題の解決の主管が各部署に分散
し、グループ横断でのデータ活用の妨げ
となっているケースが散見される。デー
タオフィサーの活用は経営管理高度化の
要諦である。

非財務・非構造化データの活用

欧州金融機関では、社内にある非財務
データの活用に加え、社外データを含む
非構造化データの活用が試行され始めて
いる。

1例目は、社内に存在する非財務データ
の活用事例である。A社は低下する収益
に対して、高止まりするコストに悩んで
いた。A社マネジメント層は、構造的コ
ストの削減に貢献しないプロジェクト、
複雑化した社内レガシーテクノロジーに

起因するコストを主課題として識別した
が、コスト発生原因の把握や効果検証を
行うにあたっては、財務データのみでは
不十分であると考え、非財務データを活
用したアナリティクス基盤を整備した。

A社は、この基盤上にプロジェクト情報
(要員数・工数、変更対象のビジネス、
受益者情報)、ITシステムの資産情報、マ
ニュアル入力・補正、例外処理履歴と発
生工数情報などの非財務データを収集
し、従来にないレポートを作成してい
る。(図表1：特定のビジネス課題を可視
化・改善状況モニタするためのレポー
ティング)

非財務データを活用したレポートは様々
な効果を創出している。

・プロジェクト情報とITシステム資産情
報を活用し、コーポレートファンク
ションおよびITコストをビジネスライ
ン単位(例 トレーダーやデスク単位)に
配賦

・コストをビジネスライン単位に紐づけ
ることにより、コスト使用者の説明責
任が増加

・レガシーシステムを維持することで発
生するビジネスライン単位の工数が初
めて明確化され、刷新すべきシステム
の優先度判断に活用

・アナリティクス基盤の整備・活用によ
り、データに基づく事業運営・経営管
理の社内意識が向上

今後は、グループ全体へのアナリティク
ス基盤の拡大を予定しており、更に非財
務データの活用は広がる見込みである。

2例目は、社外データを含む非構造化
データ活用を促進する工夫の事例であ
る。本稿での非構造化データとは、対外
報告用に品質が担保されていない社内
データ、リレーショナルモデルに構造化
されていない社内外のデータを指す。

B社では、データに基づく経営判断の重
要性とそのための基盤整備の必要性はマ
ネジメント層の共有認識であった。一方
で、基盤整備の活動は長く塩漬けにされ
ていた。

塩漬けの背景には、多く会社が直面する
共通的な課題がある。一つは、経営管理
に必要なデータの議論が2つの問いの狭
間で硬直していたことにある。データ管
理者は「経営管理に必要なデータが定義
さ れ な い と 、 デ ー タ の 準 備 が で き な
い。」と主張し、一方で経営者は「利用
可能なデータが分からないので、経営管
理に必要なデータが定義できない。」と
投げかける。この問いが繰り返されてい
た。2つ目に、基幹システムは主に対外
報告用に構築されているため、品質が担
保されていない社内データや新たな社外
データの取込みは、対外報告データの品
質を毀損すると懸念されていた点である。

B社ではこの問題への対応として、経営
管理に必要なデータの定義を厳密に行わ
ず、非構造化データを基幹システム外で
収集・分析する基盤を構築した。分析過
程で有用なデータを識別し、経営判断に
資する”見るべき”データを探すアプロー
チである。(図表2：非構造化データを活
用するIT基盤)

これは従来のウオーターフォールモデル
でのデータ活用スタイルからインクリメ
ンタルモデルへの転換である。本モデル
は、基幹システムに手を加えずに済むた
め、投資額を抑制しつつITを介さない自
由度を確保することで、効果を得るまでの
必要コスト・期間の抑制が期待できる。

非構造化データを活用したレポートの一
例として、取引相手先の類似性分析レ
ポートがある。従来は要約された相手先
情報しか社内で管理されていなかった
が、社内外から詳細データを収集し、情
報量を拡大した。例えば、地図データと

も組み合わせ、類似性の分析を支援する
レポートを作成するなどして、取引相手
先の偏りを企業名のみで判断せず、類似
性のグループ単位での偏りをモニタし、
取引相手先の分散に利用している。

弊社はアナリティクス基盤構築、非財務
および非構造化データを活用した分析/

分析モデル構築、レポート活用プロセス
の整備、データに基づく経営判断を促進
するためのガバナンス整備を支援してき
た。今後は、マシンラーニングによる予
測分析やストレスシナリオに基づくシ
ミュレーション機能追加により、更なる
価値創出が期待できると考えている。

終わりに

営業現場ではSNS等の様々な顧客行動の
非構造化データから顧客の趣味・嗜好ま
でを理解し、適切な商品のレコメンデー
ションと適切なアプローチを実現させる
取組みがある。コールセンターでも、従

来は経験に頼っていた問合せ内容の要約
や重要な単語の抽出・分類を、テキスト
分析技術の活用により高度化している。

経営管理においても同様にデータ活用を
高度化し、データに基づく経営判断を定
着させることが肝要である。本稿を通じ
て、経営管理高度化の検討の足掛かりと
なることを期待したい。

(*1)「日本証券業協会Fact book」より引用
http://www.jsda.or.jp/shiryo/toukei/fa

ctbook/index.html

(*2)「MITの調査報告書」より引用　
http://ebusiness.mit.edu/research/pa

pers/2011.12_Brynjolfsson_Hitt_Kim_Str

ength%20in%20Numbers_302.pdf
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ていることにある。例えば、エムバンク
の30秒ローンは顧客が買い物のレジに
並んでいる間にスマホでローンを申込
み、そのまま誰にも気付かれずにお買い
物ができるという顧客体験を実現してい
る。30秒ローンと聞くと、どんな真新
しいテクノロジーを使っているのかと思
うが、何のことはない、スマホ、事前与

信、デビッドカードの組合せが生んだ妙
である。オリジナル銀行の6分口座開設
は、割り勘アプリと同時にリリースさ
れ、友達と割り勘をする際にその場で口
座開設ができる顧客体験を提供してい
る。本人確認にはスマホのテレビ通話を
活用している。サンタンデール銀行のエ
コシステム型カーローンは、車を買うこ
ととローン契約を一体化する顧客体験を
提供している。ディーラーのデスクや試
乗中の車内で、タブレッド端末を用いて
車種やオプションの選択を行い、その選
択と連動する形でローン契約を行えるよ
うにしている。スマホに情報が連携され
るため、家に帰って家族と相談して契約
することもできる。これらのディスラプ
ティブなサービスは、従来の2倍以上の
新規獲得を実現し、市場を席捲している。

2つ目のコスト改革は、デジタル化を梃
にした店舗事務の効率化がターゲットで
ある。軽量化、タブレッド導入、事務集
約、ロボテッィクス活用により、最大の

コストセンターである店舗をプロフィッ
トセンターへと変えるのが狙いだ。スベ
ンスカ銀行は単なるコスト削減に留まら
ず、事務負荷から解放された余剰体力を
顧客対応に充てている。従来同行は、
「店舗こそが銀行」としていたが、“店
舗を持ち歩ける”ようになれば「人こそ
が銀行」となる。店舗事務をゼロ化する
ことで、行員はタブレット一つで、どこ
でも顧客のわがままな要望に対応できる
からだ。

この両輪改革の多くは、トップダウンに
よる3年間のトランスフォーメーショ
ン・ジャーニーとして実行される。具体
的には6週間のワークショップで改革の
方 向 性 と 優 先 順 位 を 決 定 し た 後 、
OHR、デジタル比率をメルクマークと
してモニタリングする。OHR は30%

台、デジタル比率は60%台を目指す。こ
のように、本業のデジタル・トランス
フォーメーションは、トップライン、コ
スト双方に大きな成果をもたらしている。

2. デジタル・ヒューマン・デジタル

次に、本邦銀行の状況を踏まえ、デジタ
ル・バンクの目指す姿を考察したい。店
舗への来店は毎年5% 程度減少してい
る。にもかかわらず銀行取引のデジタル
完結率は20%程度と低水準であり、リ
リースするアプリも低評価で利用されな
い。何故か？これは本邦銀行の取組みに
一貫したデジタル化戦略が希薄だからで
ある。戦略を実現するためのテクノロ
ジーと整理すれば、テクノロジーの使い
どころや拘わるべきポイントも自然と整
理される。この状況を踏まえ、ビジネス
モデルを変革するデジタル・ヒューマン・
デジタルの考え方を提案する（図表1）。

I．UI・タッチポイント

住宅ローンを例にとると銀行が登場する
のは顧客が物件を購入する意思を固めた
後だ。不動産業者とのフリクションレス
な連携はもとより、銀行が如何にタッチ
ポイントを増やし、顧客のUIを握ること

ができるか（中立な立場と信頼できる情
報提供）が重要である。

II．カウンセリング

銀行ならではの本来的役割は顧客の生涯
にわたる金融ニーズをサポートすること
である。顧客はわかりにくい金融商品を
ネットの情報だけで理解して購入してい
るのだろうか。顧客の背中を押すのは人
間の役割だ。

III．C to B型提案

ネット時代において顧客は必要な情報を
いつでも検索して収集することができ
る。この前提にたった顧客本位の提案が
必要である。顧客が採り得る様々な選択
肢を理解した上で、時には自社の商品の
マイナス面を説明し、本当の意味で顧客
が納得した上で行う商品購入が重要だ。

IV．ロケーションフリー

顧客の購入意思が固まったら、いつでも

どこからでも契約が可能であることが必
要だ。顧客応対についても、ネット上の
ビデオ電話等を活用することで、込み
入った相談が可能である。II．カウンセ
リング、III．C to B型提案においても、
必ずしも物理的に対面である必要はない。

V．デジタル・リレーション

金融商品を購入したら終わりではなく、
周辺サービスを通して顧客との関係を繋
ぎとめることが重要だ。既契約商品の流
出防止に留まらず、次のライフイベント
に繋げて生涯に渡った金融パートナーと
なることが求められる。

VI．エコシステム

顧客の本来欲求を満たすためには、銀行
商品だけでは完結しない。周辺プロバイ
ダーとのエコシステム構築が顧客のニー
ズにワンストップで答えることに繋がり、
銀行の法人ビジネスにも貢献できる。

デジタル・ヒューマン・デジタルは言い
換えると人間中心のビジネスモデルだ。
決して分かりやすいとは言えない金融商
品を納得して購入して頂くために、銀行
員が本来時間を割くべき顧客との対話時
間を最も重視する。そのために効率化す
べき部分は効率化する。顧客との対話を
通して新たなニーズへの気づきが生ま
れ、全く新しいサービスやマーケット自
体の課題解決といった新たな次元のサー
ビスへと繋がる。人間にしかできない新
たな付加価値の追求こそが、デジタル・
ヒューマン・デジタルの神髄であり、コ
モディティ化のループに埋もれることのな
い構造的な競争優位確立に繋がるのだ。

3．ツー・スピード・アプローチ

デジタル・トランスフォーメーションを
阻む壁は戦略の欠如だけではない。組織
の壁、重厚長大なレガシーシステムの壁
を超える必要がある。改革担当者は以下
のようなジレンマを感じているのではな
いか。トップライン向上やコスト削減

等、個別テーマ毎の取組みではなく、同
時に解決できないか？サイロ型組織によ
る漸進ではなく、一気に理想系に近づけ
ないか？レガシーシステムに引きずられ
ずにあるべき姿を追及できないか？この
ようなジレンマに答えるのがツー・ス
ピード・アプローチである（図表2）。

現状多くのサービスは、従来型の事務プ
ロセスを踏襲しているため、チャネルに
よ っ て 生 産 性 が 変 わ ら な い 。 ま ず 、
WEBルートを切り出し、フロントだけ
でなくバックも全く新しいプロセスに変
える。高い生産性を背景とした価格競争
力により、拡大するネット市場でのシェ
ア獲得が可能となる。ここで重要なの
は、新たな仕組みを創造することに拘る
ことだ。既存の仕組みに囚われると尖っ
たサービスは作れない。次にリアルルー
トに関しても、新プロセスに統合するこ
とで大きな効果を刈り取る。AI-OCRや
タブレット端末を活用するとスムーズに
統合可能だ。新フロントと新プロセスは、
レガシーシステムとは分離して作る。レ

ガシーシステムの改修をせずともロボ
テックス技術を活用したデータ連携が可
能だ。社内組織の壁が突破できなけれ
ば、独立した新組織に新プロセスを構築
する。ツー・スピードは、WEBとリアル
の 関 係 だ け で な く 、 デ ジ タ ル と レ ガ
シー、新組織と既存組織のジレンマも解
消する。このように新しいものを順次
作っていき、古いものを捨てていくこと
で、銀行ビジネス全体が新たなものへと
生まれ変わることが可能なのである。

4．まとめ

D-H-D、それを効率的に進めるツー・ス
ピード・アプローチ。構造的競争優位を
構築する取組みはこれだけに留まらな
い。この先には、それぞれの銀行の歴史
や使命、強みに応じた個性ある新たな銀
行像が存在するだろう。デジタル化とい
う地殻変動に際して、日本の銀行こそが
世界に誇れる究極の顧客サービス業とな
ることを望んで止まない。

経営を取り巻く環境の不確実性

国内大手証券会社の平均ROE（株主資本
利益率）は2017年3月期に数社に限り回
復を見せたが、2016年3月期までの過去
4年間の平均ROEはリーマンショック前
の水準を下回っている(*1)。ROE回復を
阻む背景として、経営者が主に5つの不
確実性での意思決定を求められているこ
とが考えられる。

• マクロ経済の停滞による利益圧縮

• 法規制への対応コスト増と追加資本賦課

• デジタル化などディスラプションの萌芽

• 短期的利益の追求による構造的コストの
削減未達

• 社内のレガシーテクノロジー

データに基づく経営判断の重要性

不確実な環境にあって金融機関が成長を
継続させるには、データに基づく経営判
断が重要である。これは、経営判断が経
営者の”勘”のみに頼ることなく、データ

図表1   特定のビジネス課題を可視化・改善状況モニタするためのレポーティング

を基に判断の裏付けをし、結果を定量評
価することを指す。MITの調査による
と、データに基づく経営判断は競合と比
較して平均で5-6%の生産性向上と、
6-8%の収益性向上を実現している(*2)。

データに基づく経営判断を促進する仕組
み作りには2つのポイントがある。デー
タオフィサーの活用と非財務・非構造化
データの活用である。

データオフィサーの活用

データに基づく経営判断は収集データの
品質および分析・解釈の有効性(分析力)

に依存する。欧州の金融機関では、経営
判断に資するデータの統制およびその分
析をデータオフィサーが担っている。
データオフィサーは、データ品質基準お
よび経営判断に資するデータを定義し、
グループ横断でデータ品質課題の解決を
主管している。データ分析の専門家とし
て、経営層およびビジネスラインに対し
て新たな経営管理指標の提案を行うとと

もに、指標の結果収集や分析・活用のた
めの会議を運営し、経営に貢献すること
が役割となっている。

本邦金融機関では、収集データの定義、
品質課題の解決の主管が各部署に分散
し、グループ横断でのデータ活用の妨げ
となっているケースが散見される。デー
タオフィサーの活用は経営管理高度化の
要諦である。

非財務・非構造化データの活用

欧州金融機関では、社内にある非財務
データの活用に加え、社外データを含む
非構造化データの活用が試行され始めて
いる。

1例目は、社内に存在する非財務データ
の活用事例である。A社は低下する収益
に対して、高止まりするコストに悩んで
いた。A社マネジメント層は、構造的コ
ストの削減に貢献しないプロジェクト、
複雑化した社内レガシーテクノロジーに

起因するコストを主課題として識別した
が、コスト発生原因の把握や効果検証を
行うにあたっては、財務データのみでは
不十分であると考え、非財務データを活
用したアナリティクス基盤を整備した。

A社は、この基盤上にプロジェクト情報
(要員数・工数、変更対象のビジネス、
受益者情報)、ITシステムの資産情報、マ
ニュアル入力・補正、例外処理履歴と発
生工数情報などの非財務データを収集
し、従来にないレポートを作成してい
る。(図表1：特定のビジネス課題を可視
化・改善状況モニタするためのレポー
ティング)

非財務データを活用したレポートは様々
な効果を創出している。

・プロジェクト情報とITシステム資産情
報を活用し、コーポレートファンク
ションおよびITコストをビジネスライ
ン単位(例 トレーダーやデスク単位)に
配賦

・コストをビジネスライン単位に紐づけ
ることにより、コスト使用者の説明責
任が増加

・レガシーシステムを維持することで発
生するビジネスライン単位の工数が初
めて明確化され、刷新すべきシステム
の優先度判断に活用

・アナリティクス基盤の整備・活用によ
り、データに基づく事業運営・経営管
理の社内意識が向上

今後は、グループ全体へのアナリティク
ス基盤の拡大を予定しており、更に非財
務データの活用は広がる見込みである。

2例目は、社外データを含む非構造化
データ活用を促進する工夫の事例であ
る。本稿での非構造化データとは、対外
報告用に品質が担保されていない社内
データ、リレーショナルモデルに構造化
されていない社内外のデータを指す。

B社では、データに基づく経営判断の重
要性とそのための基盤整備の必要性はマ
ネジメント層の共有認識であった。一方
で、基盤整備の活動は長く塩漬けにされ
ていた。

塩漬けの背景には、多く会社が直面する
共通的な課題がある。一つは、経営管理
に必要なデータの議論が2つの問いの狭
間で硬直していたことにある。データ管
理者は「経営管理に必要なデータが定義
さ れ な い と 、 デ ー タ の 準 備 が で き な
い。」と主張し、一方で経営者は「利用
可能なデータが分からないので、経営管
理に必要なデータが定義できない。」と
投げかける。この問いが繰り返されてい
た。2つ目に、基幹システムは主に対外
報告用に構築されているため、品質が担
保されていない社内データや新たな社外
データの取込みは、対外報告データの品
質を毀損すると懸念されていた点である。

B社ではこの問題への対応として、経営
管理に必要なデータの定義を厳密に行わ
ず、非構造化データを基幹システム外で
収集・分析する基盤を構築した。分析過
程で有用なデータを識別し、経営判断に
資する”見るべき”データを探すアプロー
チである。(図表2：非構造化データを活
用するIT基盤)

これは従来のウオーターフォールモデル
でのデータ活用スタイルからインクリメ
ンタルモデルへの転換である。本モデル
は、基幹システムに手を加えずに済むた
め、投資額を抑制しつつITを介さない自
由度を確保することで、効果を得るまでの
必要コスト・期間の抑制が期待できる。

非構造化データを活用したレポートの一
例として、取引相手先の類似性分析レ
ポートがある。従来は要約された相手先
情報しか社内で管理されていなかった
が、社内外から詳細データを収集し、情
報量を拡大した。例えば、地図データと

も組み合わせ、類似性の分析を支援する
レポートを作成するなどして、取引相手
先の偏りを企業名のみで判断せず、類似
性のグループ単位での偏りをモニタし、
取引相手先の分散に利用している。

弊社はアナリティクス基盤構築、非財務
および非構造化データを活用した分析/

分析モデル構築、レポート活用プロセス
の整備、データに基づく経営判断を促進
するためのガバナンス整備を支援してき
た。今後は、マシンラーニングによる予
測分析やストレスシナリオに基づくシ
ミュレーション機能追加により、更なる
価値創出が期待できると考えている。

終わりに

営業現場ではSNS等の様々な顧客行動の
非構造化データから顧客の趣味・嗜好ま
でを理解し、適切な商品のレコメンデー
ションと適切なアプローチを実現させる
取組みがある。コールセンターでも、従
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来は経験に頼っていた問合せ内容の要約
や重要な単語の抽出・分類を、テキスト
分析技術の活用により高度化している。

経営管理においても同様にデータ活用を
高度化し、データに基づく経営判断を定
着させることが肝要である。本稿を通じ
て、経営管理高度化の検討の足掛かりと
なることを期待したい。

(*1)「日本証券業協会Fact book」より引用
http://www.jsda.or.jp/shiryo/toukei/fa

ctbook/index.html

(*2)「MITの調査報告書」より引用　
http://ebusiness.mit.edu/research/pa

pers/2011.12_Brynjolfsson_Hitt_Kim_Str

ength%20in%20Numbers_302.pdf
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データソース
・総勘定元帳（GL）
・コスト配賦シート
・組織図
・ブック階層

目的
ビジネスライン別のコスト、配
賦および収益の可視性を高
め、コストに対する詳細な
分析を補助。

データソース
・アプリケーションデータ
・マニュアル入力・補正履

歴データ
・ デ ー タ フ ロ ー ( 自 動 収 集

ツール経由)

目的
フロントからバックまでの標
準的なデータフローモデルを
作成。ホールセールビジネス
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・ITコスト配賦データ
・ユーザ数・アクセス数
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トと利用頻度を把握。
コストと利用頻度のマトリッ
クスから費用対効果を試算。
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・プロジェクトデータ
・オフラインの部門別要員

予測データ

目的
職能別、役職別の要員配置の
過去のトレンド把握。
プロジェクトおよび各部署か
ら提出された要員計画を過去
のトレンドと比較して実現可
能性を検証。将来の要員配置
計画のインプットとする。

データソース
・取引データ
・マニュアル入力・補正履

歴データ
・例外処理ツール(件数、処

理種別、など)

目的
システム別にマニュアル入
力・補正の発生頻度や、例外
処理およびマニュアル対応の
頻度・対応工数を把握。
マニュアル対応のトレンドか
らオペレーショナルリスクの
発生余地を示唆。ほかに、IT
要員以外のシステム運用コス
トの把握と、将来発生工数の
予測。
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1.ディスラプトとコスト改革の両輪

まずは、海外事例からデジタル・トラン
スフォーメーションのインパクトを説明
したい。日本の銀行と異なり、海外の銀
行はあくまで本業のデジタル化に力を入
れている。その改革は、デジタル・ディ
スラプトとコスト改革の両輪で行われて
いる。

1つ目のデジタル・ディスラプトの特徴
は、あくまで顧客体験の刷新を軸に置
き、真新しいが使えないテクノロジーで
はなく、手の届くテクノロジーを絶妙に
組合せることで新たなサービスを実現し
ていることにある。例えば、エムバンク
の30秒ローンは顧客が買い物のレジに
並んでいる間にスマホでローンを申込
み、そのまま誰にも気付かれずにお買い
物ができるという顧客体験を実現してい
る。30秒ローンと聞くと、どんな真新
しいテクノロジーを使っているのかと思
うが、何のことはない、スマホ、事前与

信、デビッドカードの組合せが生んだ妙
である。オリジナル銀行の6分口座開設
は、割り勘アプリと同時にリリースさ
れ、友達と割り勘をする際にその場で口
座開設ができる顧客体験を提供してい
る。本人確認にはスマホのテレビ通話を
活用している。サンタンデール銀行のエ
コシステム型カーローンは、車を買うこ
ととローン契約を一体化する顧客体験を
提供している。ディーラーのデスクや試
乗中の車内で、タブレッド端末を用いて
車種やオプションの選択を行い、その選
択と連動する形でローン契約を行えるよ
うにしている。スマホに情報が連携され
るため、家に帰って家族と相談して契約
することもできる。これらのディスラプ
ティブなサービスは、従来の2倍以上の
新規獲得を実現し、市場を席捲している。

2つ目のコスト改革は、デジタル化を梃
にした店舗事務の効率化がターゲットで
ある。軽量化、タブレッド導入、事務集
約、ロボテッィクス活用により、最大の

コストセンターである店舗をプロフィッ
トセンターへと変えるのが狙いだ。スベ
ンスカ銀行は単なるコスト削減に留まら
ず、事務負荷から解放された余剰体力を
顧客対応に充てている。従来同行は、
「店舗こそが銀行」としていたが、“店
舗を持ち歩ける”ようになれば「人こそ
が銀行」となる。店舗事務をゼロ化する
ことで、行員はタブレット一つで、どこ
でも顧客のわがままな要望に対応できる
からだ。

この両輪改革の多くは、トップダウンに
よる3年間のトランスフォーメーショ
ン・ジャーニーとして実行される。具体
的には6週間のワークショップで改革の
方 向 性 と 優 先 順 位 を 決 定 し た 後 、
OHR、デジタル比率をメルクマークと
してモニタリングする。OHR は30%

台、デジタル比率は60%台を目指す。こ
のように、本業のデジタル・トランス
フォーメーションは、トップライン、コ
スト双方に大きな成果をもたらしている。

2. デジタル・ヒューマン・デジタル

次に、本邦銀行の状況を踏まえ、デジタ
ル・バンクの目指す姿を考察したい。店
舗への来店は毎年5% 程度減少してい
る。にもかかわらず銀行取引のデジタル
完結率は20%程度と低水準であり、リ
リースするアプリも低評価で利用されな
い。何故か？これは本邦銀行の取組みに
一貫したデジタル化戦略が希薄だからで
ある。戦略を実現するためのテクノロ
ジーと整理すれば、テクノロジーの使い
どころや拘わるべきポイントも自然と整
理される。この状況を踏まえ、ビジネス
モデルを変革するデジタル・ヒューマン・
デジタルの考え方を提案する（図表1）。

I．UI・タッチポイント

住宅ローンを例にとると銀行が登場する
のは顧客が物件を購入する意思を固めた
後だ。不動産業者とのフリクションレス
な連携はもとより、銀行が如何にタッチ
ポイントを増やし、顧客のUIを握ること

ができるか（中立な立場と信頼できる情
報提供）が重要である。

II．カウンセリング

銀行ならではの本来的役割は顧客の生涯
にわたる金融ニーズをサポートすること
である。顧客はわかりにくい金融商品を
ネットの情報だけで理解して購入してい
るのだろうか。顧客の背中を押すのは人
間の役割だ。

III．C to B型提案

ネット時代において顧客は必要な情報を
いつでも検索して収集することができ
る。この前提にたった顧客本位の提案が
必要である。顧客が採り得る様々な選択
肢を理解した上で、時には自社の商品の
マイナス面を説明し、本当の意味で顧客
が納得した上で行う商品購入が重要だ。

IV．ロケーションフリー

顧客の購入意思が固まったら、いつでも

どこからでも契約が可能であることが必
要だ。顧客応対についても、ネット上の
ビデオ電話等を活用することで、込み
入った相談が可能である。II．カウンセ
リング、III．C to B型提案においても、
必ずしも物理的に対面である必要はない。

V．デジタル・リレーション

金融商品を購入したら終わりではなく、
周辺サービスを通して顧客との関係を繋
ぎとめることが重要だ。既契約商品の流
出防止に留まらず、次のライフイベント
に繋げて生涯に渡った金融パートナーと
なることが求められる。

VI．エコシステム

顧客の本来欲求を満たすためには、銀行
商品だけでは完結しない。周辺プロバイ
ダーとのエコシステム構築が顧客のニー
ズにワンストップで答えることに繋がり、
銀行の法人ビジネスにも貢献できる。

デジタル・ヒューマン・デジタルは言い
換えると人間中心のビジネスモデルだ。
決して分かりやすいとは言えない金融商
品を納得して購入して頂くために、銀行
員が本来時間を割くべき顧客との対話時
間を最も重視する。そのために効率化す
べき部分は効率化する。顧客との対話を
通して新たなニーズへの気づきが生ま
れ、全く新しいサービスやマーケット自
体の課題解決といった新たな次元のサー
ビスへと繋がる。人間にしかできない新
たな付加価値の追求こそが、デジタル・
ヒューマン・デジタルの神髄であり、コ
モディティ化のループに埋もれることのな
い構造的な競争優位確立に繋がるのだ。

3．ツー・スピード・アプローチ

デジタル・トランスフォーメーションを
阻む壁は戦略の欠如だけではない。組織
の壁、重厚長大なレガシーシステムの壁
を超える必要がある。改革担当者は以下
のようなジレンマを感じているのではな
いか。トップライン向上やコスト削減

等、個別テーマ毎の取組みではなく、同
時に解決できないか？サイロ型組織によ
る漸進ではなく、一気に理想系に近づけ
ないか？レガシーシステムに引きずられ
ずにあるべき姿を追及できないか？この
ようなジレンマに答えるのがツー・ス
ピード・アプローチである（図表2）。

現状多くのサービスは、従来型の事務プ
ロセスを踏襲しているため、チャネルに
よ っ て 生 産 性 が 変 わ ら な い 。 ま ず 、
WEBルートを切り出し、フロントだけ
でなくバックも全く新しいプロセスに変
える。高い生産性を背景とした価格競争
力により、拡大するネット市場でのシェ
ア獲得が可能となる。ここで重要なの
は、新たな仕組みを創造することに拘る
ことだ。既存の仕組みに囚われると尖っ
たサービスは作れない。次にリアルルー
トに関しても、新プロセスに統合するこ
とで大きな効果を刈り取る。AI-OCRや
タブレット端末を活用するとスムーズに
統合可能だ。新フロントと新プロセスは、
レガシーシステムとは分離して作る。レ

ガシーシステムの改修をせずともロボ
テックス技術を活用したデータ連携が可
能だ。社内組織の壁が突破できなけれ
ば、独立した新組織に新プロセスを構築
する。ツー・スピードは、WEBとリアル
の 関 係 だ け で な く 、 デ ジ タ ル と レ ガ
シー、新組織と既存組織のジレンマも解
消する。このように新しいものを順次
作っていき、古いものを捨てていくこと
で、銀行ビジネス全体が新たなものへと
生まれ変わることが可能なのである。

4．まとめ

D-H-D、それを効率的に進めるツー・ス
ピード・アプローチ。構造的競争優位を
構築する取組みはこれだけに留まらな
い。この先には、それぞれの銀行の歴史
や使命、強みに応じた個性ある新たな銀
行像が存在するだろう。デジタル化とい
う地殻変動に際して、日本の銀行こそが
世界に誇れる究極の顧客サービス業とな
ることを望んで止まない。

経営を取り巻く環境の不確実性

国内大手証券会社の平均ROE（株主資本
利益率）は2017年3月期に数社に限り回
復を見せたが、2016年3月期までの過去
4年間の平均ROEはリーマンショック前
の水準を下回っている(*1)。ROE回復を
阻む背景として、経営者が主に5つの不
確実性での意思決定を求められているこ
とが考えられる。

• マクロ経済の停滞による利益圧縮

• 法規制への対応コスト増と追加資本賦課

• デジタル化などディスラプションの萌芽

• 短期的利益の追求による構造的コストの
削減未達

• 社内のレガシーテクノロジー

データに基づく経営判断の重要性

不確実な環境にあって金融機関が成長を
継続させるには、データに基づく経営判
断が重要である。これは、経営判断が経
営者の”勘”のみに頼ることなく、データ

図表2   非構造化データを活用するIT基盤

を基に判断の裏付けをし、結果を定量評
価することを指す。MITの調査による
と、データに基づく経営判断は競合と比
較して平均で5-6%の生産性向上と、
6-8%の収益性向上を実現している(*2)。

データに基づく経営判断を促進する仕組
み作りには2つのポイントがある。デー
タオフィサーの活用と非財務・非構造化
データの活用である。

データオフィサーの活用

データに基づく経営判断は収集データの
品質および分析・解釈の有効性(分析力)

に依存する。欧州の金融機関では、経営
判断に資するデータの統制およびその分
析をデータオフィサーが担っている。
データオフィサーは、データ品質基準お
よび経営判断に資するデータを定義し、
グループ横断でデータ品質課題の解決を
主管している。データ分析の専門家とし
て、経営層およびビジネスラインに対し
て新たな経営管理指標の提案を行うとと

もに、指標の結果収集や分析・活用のた
めの会議を運営し、経営に貢献すること
が役割となっている。

本邦金融機関では、収集データの定義、
品質課題の解決の主管が各部署に分散
し、グループ横断でのデータ活用の妨げ
となっているケースが散見される。デー
タオフィサーの活用は経営管理高度化の
要諦である。

非財務・非構造化データの活用

欧州金融機関では、社内にある非財務
データの活用に加え、社外データを含む
非構造化データの活用が試行され始めて
いる。

1例目は、社内に存在する非財務データ
の活用事例である。A社は低下する収益
に対して、高止まりするコストに悩んで
いた。A社マネジメント層は、構造的コ
ストの削減に貢献しないプロジェクト、
複雑化した社内レガシーテクノロジーに

起因するコストを主課題として識別した
が、コスト発生原因の把握や効果検証を
行うにあたっては、財務データのみでは
不十分であると考え、非財務データを活
用したアナリティクス基盤を整備した。

A社は、この基盤上にプロジェクト情報
(要員数・工数、変更対象のビジネス、
受益者情報)、ITシステムの資産情報、マ
ニュアル入力・補正、例外処理履歴と発
生工数情報などの非財務データを収集
し、従来にないレポートを作成してい
る。(図表1：特定のビジネス課題を可視
化・改善状況モニタするためのレポー
ティング)

非財務データを活用したレポートは様々
な効果を創出している。

・プロジェクト情報とITシステム資産情
報を活用し、コーポレートファンク
ションおよびITコストをビジネスライ
ン単位(例 トレーダーやデスク単位)に
配賦

・コストをビジネスライン単位に紐づけ
ることにより、コスト使用者の説明責
任が増加

・レガシーシステムを維持することで発
生するビジネスライン単位の工数が初
めて明確化され、刷新すべきシステム
の優先度判断に活用

・アナリティクス基盤の整備・活用によ
り、データに基づく事業運営・経営管
理の社内意識が向上

今後は、グループ全体へのアナリティク
ス基盤の拡大を予定しており、更に非財
務データの活用は広がる見込みである。

2例目は、社外データを含む非構造化
データ活用を促進する工夫の事例であ
る。本稿での非構造化データとは、対外
報告用に品質が担保されていない社内
データ、リレーショナルモデルに構造化
されていない社内外のデータを指す。

B社では、データに基づく経営判断の重
要性とそのための基盤整備の必要性はマ
ネジメント層の共有認識であった。一方
で、基盤整備の活動は長く塩漬けにされ
ていた。

塩漬けの背景には、多く会社が直面する
共通的な課題がある。一つは、経営管理
に必要なデータの議論が2つの問いの狭
間で硬直していたことにある。データ管
理者は「経営管理に必要なデータが定義
さ れ な い と 、 デ ー タ の 準 備 が で き な
い。」と主張し、一方で経営者は「利用
可能なデータが分からないので、経営管
理に必要なデータが定義できない。」と
投げかける。この問いが繰り返されてい
た。2つ目に、基幹システムは主に対外
報告用に構築されているため、品質が担
保されていない社内データや新たな社外
データの取込みは、対外報告データの品
質を毀損すると懸念されていた点である。

B社ではこの問題への対応として、経営
管理に必要なデータの定義を厳密に行わ
ず、非構造化データを基幹システム外で
収集・分析する基盤を構築した。分析過
程で有用なデータを識別し、経営判断に
資する”見るべき”データを探すアプロー
チである。(図表2：非構造化データを活
用するIT基盤)

これは従来のウオーターフォールモデル
でのデータ活用スタイルからインクリメ
ンタルモデルへの転換である。本モデル
は、基幹システムに手を加えずに済むた
め、投資額を抑制しつつITを介さない自
由度を確保することで、効果を得るまでの
必要コスト・期間の抑制が期待できる。

非構造化データを活用したレポートの一
例として、取引相手先の類似性分析レ
ポートがある。従来は要約された相手先
情報しか社内で管理されていなかった
が、社内外から詳細データを収集し、情
報量を拡大した。例えば、地図データと

も組み合わせ、類似性の分析を支援する
レポートを作成するなどして、取引相手
先の偏りを企業名のみで判断せず、類似
性のグループ単位での偏りをモニタし、
取引相手先の分散に利用している。

弊社はアナリティクス基盤構築、非財務
および非構造化データを活用した分析/

分析モデル構築、レポート活用プロセス
の整備、データに基づく経営判断を促進
するためのガバナンス整備を支援してき
た。今後は、マシンラーニングによる予
測分析やストレスシナリオに基づくシ
ミュレーション機能追加により、更なる
価値創出が期待できると考えている。

終わりに

営業現場ではSNS等の様々な顧客行動の
非構造化データから顧客の趣味・嗜好ま
でを理解し、適切な商品のレコメンデー
ションと適切なアプローチを実現させる
取組みがある。コールセンターでも、従

2017 Accenture All rights reserved. ©

来は経験に頼っていた問合せ内容の要約
や重要な単語の抽出・分類を、テキスト
分析技術の活用により高度化している。

経営管理においても同様にデータ活用を
高度化し、データに基づく経営判断を定
着させることが肝要である。本稿を通じ
て、経営管理高度化の検討の足掛かりと
なることを期待したい。

(*1)「日本証券業協会Fact book」より引用
http://www.jsda.or.jp/shiryo/toukei/fa

ctbook/index.html

(*2)「MITの調査報告書」より引用　
http://ebusiness.mit.edu/research/pa

pers/2011.12_Brynjolfsson_Hitt_Kim_Str

ength%20in%20Numbers_302.pdf
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非構造化データを取り込む

既存のデータ取込み層の拡張

データの収集・分析基盤（そ
の役割を踏まえて以下“サン
ドボックス環境”と呼称）

サンドボックス環境で検証済
みデータは既存のBI・レポート
からも参照できるように接続

データ辞書の作成および利用
者との共有

基幹システムから未処理の
データをリアルタイム連携




